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株主は会社の債務に連帯責任を負うべきか

一、事実関係

 　Ａ社がＢ社に金型を提供し、Ａ社の製品が届き次第、Ｂ社が代金を支払うと双方が口約束した。Ａ社は金額20万元相当の金型をＢ社に出荷した後、Ｂ社から振り出された額面20万元の繰越小切手を銀行に換えてもらおうとしたところ、Ｂ社の口座預金不足で銀行より差し戻された。従って、Ａ社はＢ社に代金の支払を再三求めることになったが、Ｂ社はいつもお金がない、いずれ払うと口先ばかりであった。

Ａ社はやむを得ずＢ社の二人の株主であるＸ及びＹを人民法院に提訴し、その代金を支払うよう要求した。

二、判決の趣旨
人民法院は本案を審理し、会社法第20条の規定に基づいてＸ及びＹがＢ社のＡ社に対する債務に連帯責任を負えと判決を下した。

三、法的根拠

会社法第20条では会社の株主が法律、行政法規定条款に遵守し、法により株主の権利を行使し、．．．会社法人の独立地位と株主の有限責任を濫用し、会社の債権人の利益に損害を与えてはならない。．．．会社の株主は会社法人独立地位及び株主有限責任を濫用し、債権を逃避し、会社債権人の利益に重大な損害を与えた場合、会社の債務に連帯責任を負わなければならないと決められている。
四、コメント

会社法第20条の規定は実際に会社法人人格を否認する法律制度の規定である。
１、いわゆる会社法人人格否認とは、会社および株主が法律上相互独立の法律人格を有しているが、株主はその法律義務を回避するために、その株主の有限責任待遇を濫用することによって、会社の財産、人格を混同し、第三者の権利の利益を損なった場合、人民法院または仲裁機構は法律の公平を追求する為に、立法精神または社会公共利益の考慮に基づいて、特定の当事者間に生じた具体的法律関係に対応し会社法人の資格を否認する権利を有する。
２、本案では、Ｂ社の株主であるＸ及びＹは会社法人人格を濫用し、Ｂ社の口座預金不足を知りながら、繰越小切手を発行し、Ａ社に金型を出荷させ、双方の約束に違反し、Ａ社に不利益を与えた。

３、Ｂ社の株主であるＸおよびＹの契約不履行は株主権利を濫用しただけでなく、公序良俗原則に違反したとも言える。もしＢ社のみが責任を負うなら、債権者であるＡ社の合法権益が保護されないだけでなく、Ｂ社の裏で操作しているＸおよびＹが法律を脱がれ、責任を負わないことは、社会通念又は法と相容れない。したがって、Ａ社の正当な財産権益を守り、法律の公正を実現するために、会社法第20条第3項の規定に従ってＢ社のネッカチーフを外し、会社独立地位を濫用した株主であるＸ及びＹに連帯責任を負わせなければならない。

「商務部の外国投資者による国内企業買収の安全審査制度の実施規定」の解説
商務部は、2011年8月25日付「商務部の外国投資者の国内企業買収安全審査制度の実施規定」（以下、本規定と称する）を公布し、9月1日より実施する。実務上本規定の概要を説明する。

一、背景：

商務部は、最近、外国投資者による中国の業界大手企業の買収急増、中国国内市場におけるシュアの拡大および支配化する動きを危惧し、外国投資者の中国市場への侵食を抑制する為に、国務院の通達（国弁発[2011]6号）および商務部の公告（2011年第8号）の規定を更に完備し、国家安全を守るという大義名分の下で、外国投資者の中国企業の買収に対して安全審査を義務付け、中国の国家安全を脅かす企業買収に歯止めを掛けるよう、本規定の公布に踏み切った。
二、要点：

１、外国投資者が国内企業を買収し、（国弁発[2011]6号）に決めた買収安全審査範囲に当たる場合、外国投資者が商務部に買収安全審査を申請しなければならない。

２、外国投資者による国内企業の買収に対して、国務院関係部門、全国業界協会、同業企業および協力関係企業は買収安全審査を行う必要があると認め、商務部に買収安全審査を提議し、且つ関係情況の説明（買収の基本情況、国家安全の具体的影響など）を提出することができる。商務部は必要と判断した場合、聨合会議に提出し、聨合会議の決定に基づいて外国投資者に対して本規定により買収安全審査の申請を要求する。

３、外国投資者は正式に商務部に買収安全審査を申し入れる際、下記の書類を提出する。

(1)申請者の法定代表者或いはその授権者が署名した買収安全申請書および取引情況説明

(2)公証および認証済みの外国投資者身分証明書或いは登録証明書および銀行信用証明書、授権代表委託書

(3)外国投資者および関連企業（その実際支配者、一致行動者を含む）の情況説明および関係国家政府との関係説明

(4)買収される国内企業の情況説明、定款、営業ライセンス、前年度会計審査報告書、買収後の組織構造、投資企業の情況説明と営業ライセンスコピー

(5)買収後設立予定の外商投資企業の契約、定款および株主の任命する董事、総経理の招聘或いはパートナー等高級管理者のリスト

(6)持分譲渡協議書、譲渡側の株主決議及び資産評価報告書

(7)資産譲渡の場合、国内企業の最高権力機構の資産譲渡の決議、資産買収協議書

(8)外国投資者の買収後の株主会に対する議決権の影響の説明およびその他の国内企業経営決定、財務、人事、技術など支配権を外国投資者またはその国内関連企業に移転する状況の説明

４、買収安全審査範囲に当たる場合、商務部は15日仕事日以内に書面で申請人に告知し、且つ、その後5日仕事日以内に外国投資者国内企業買収安全審査部連合会議に申請してもらう。
申請者は商務部の書面通知を受けた日から15日間以内に買収取引を実施してはならない。
５、外国投資者が国内企業を買収した行為は国家安全に重大な影響を齎した、または齎す恐れのある場合、連合会議の審査意見に基づいて、商務部は関係部門と連携を取り当事者の取引を終止し、或いは関連持分、資産の譲渡、或いはその他の有効措置を採用し、該当買収行為による国家安全の影響を除去する。

６、外国投資者の国内企業の買収に対して、取引の実質内容および実際の影響から買収取引が買収安全審査の範囲に当たるかどうか判断しなければならない。外国投資者は如何なる方式をもって実質に買収安全審査を回避してはらなない。持分の代行所持、信託、複数再投資、リース、融資、協議支配、海外取引など方式が含まれるが、その限りではない。
三、私見：
１、本規定は今年3月商務部の公布した暫定規定に決めていなかった境界、企業の提出資料及び手順を明確にした。
２、本規定は独占禁止法の公布後、初めて連合会議制度を導入し、外資の進入の第三の「障壁」となった。

３、本規定における審査範囲の細分化、具体的業界のリストの公布は急務である。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	「商務部の外国投資者の国内企業買収安全審査制度の実施規定」（『重要法規解説』をご参照ください）
	2011/09/01 

	2
	国家税務総局の増価税納税義務発生時間に関する問題の公告
	2011/08/01

	3
	工業と情報部のセメント業界参入公告管理暫定弁法の配布に関する通知
	2011/08/24

	4
	全人大の「中華人民共和国香港特別行政区基本法」第十三条第一款および第十九条に関する解釈
	2011/08/26

	5
	最高裁、最高検のコンピュータ情報システム安全危害の刑事案件処理の法律応用若干問題に関する解釈
	2011/09/01

	6
	国家税務総局の納税人の土地使用権の譲渡或いは不動産販売の同時に土地または不動産付着の固定資産の販売の税収問題に関する公告
	2011/09/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は当事務所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ当事務所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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